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くるみん企業を認定しました! 
 
 

広島労働局（局⾧ 小沼 宏治）は、この度、次世代育成支援対策推進法に基づく 
「くるみん企業」（子育てサポート企業）として ダイセル大竹産業株式会社  
を認定しました。 
 
今回の認定により、県内のくるみん企業は９１社となりました。 
 
県内の「くるみん企業」（子育てサポート企業）が県民に広く知られるよう、取材・報道をよ

ろしくお願いします。 
 
  

 
 

令和７年６月２０日認定 
・ダイセル大竹産業株式会社（大竹市 化学工業） 

代表取締役社⾧ 北口 誠信 
 
 
 

【添付資料】 

別添１:認定企業の取組内容 

別添２:認定基準 

別添３:県内の認定企業一覧 
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室  ⾧       林 未央 
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《くるみん認定企業の取組内容》 

ダイセル大竹産業株式会社（大竹市） 

業  種：化学工業  

労働者数：２１０人（男性：１７７人  女性：３３人） 

計画期間：令和２年４月１日～令和７年３月３１日 

 

◆行動計画における目標◆ 

●目標 目標の変更日 

１ 計画期間内に、男性の育児休業の取得率を１５％以上にする 

２０１９年度（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）に配偶者が出産した男性

社員の育児休業取得率が０％であり、目標変更時点（令和４年１２月１日）の２０２０

年度～２０２１年度（令和２年４月１日～令和４年３月３１日）の男性休業取得率が通

算して５．８８％であったため、目標を１５％に設定。 

   ２ 育児をしている常日勤者にフレックス制度を導入する。 

 

◆主な取組内容◆ 

●対策１ 

・ 育児休業の対象となる社員に育児休業取得の意向を確認するとともに、全員に育児休

業について個別説明を実施する。 

⇒実施時期：２０２２年度（令和４年度）～  

・ 男性社員の育児休業取得率を社内公表する。 

⇒実施時期：２０２２年度（令和４年度）～  

・取得を促進するポスターを掲示する。 

⇒実施時期：２０２３年度（令和５年度） 

●対策２ 

・ フレックス制度の導入にあたり規定の策定・運用方法を検討する。 

⇒実施時期：２０２２年度（令和４年度）～  

・ フレックス制度導入にあたり、従業員への周知を行う。 

⇒実施時期：２０２２年度（令和４年度）～ 

・ 実際にフレックス制度を利用した従業員へヒアリングを行い、必要に応じて運用方法

の改定を行う。 

⇒実施時期：２０２４年度（令和６年度） 

 

計画期間における育児休業等の取得状況◆  

●男性：計画期間における育児休業等の取得     １８名（４５％） 

●女性：計画期間における育児休業等の取得       ４名（１００％） 
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都道府県 企業名 所在地 認定年 認定回数 プラス認定年 プラス認定回数

広島県 アヲハタ株式会社 竹原市 2008年・2011年・2016年・2021年 4
広島県 株式会社イズミ 広島市 2017年 1
広島県 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ中国 広島市 2014年 1
広島県 株式会社エフピコ 福山市 2008年 1
広島県 株式会社エブリイ 福山市 2017年 1
広島県 株式会社オオケン 広島市 2014年 1
広島県 株式会社オーザック 福山市 2015年 1
広島県 医療法人社団大谷会 江田島市 2012年・2015年 2
広島県 オタフクソース株式会社 広島市 2007年 1
広島県 オタフクホールディングス株式会社 広島市 2007年 1
広島県 社会福祉法人尾道さつき会 尾道市 2012年 1
広島県 極東興和株式会社 広島市 2014年 1
広島県 呉信用金庫 呉市 2016年 1
広島県 医療法人社団恵愛会　 広島市 2016年 1
広島県 持続未来株式会社 広島市 2014年 1
広島県 株式会社サンキ 広島市 2010年・2017年 2
広島県 社会福祉法人慈照会 三次市 2014年 1
広島県 医療法人社団樹章会本永病院 東広島市 2018年 1
広島県 新川電機株式会社 広島市 2014年 1
広島県 医療法人社団住吉医院 呉市 2016年 1
広島県 株式会社誠和 尾道市 2014年 1
広島県 医療法人社団せがわ会 山県郡 2014年 1
広島県 総合運送有限会社 福山市 2009年 1
広島県 ダイキョーニシカワ株式会社 東広島市 2021年 1
広島県 医療法人辰川会 福山市 2020年 1
広島県 株式会社タニシ企画印刷 広島市 2017年 1
広島県 社会保険労務士法人たんぽぽ会 広島市 2015年 1
広島県 中国電力株式会社 広島市 2021年 1
広島県 中国電力ネットワーク株式会社 広島市 2021年 1
広島県 中国労働金庫 広島市 2020年・2023年 2
広島県 ティーエスアルフレッサ株式会社 広島市 2022年 1
広島県 有限会社デイズ 府中市 2013年 1
広島県 デリカウイング株式会社 廿日市市 2009年 1
広島県 デルタ工業株式会社 安芸郡 2016年 1
広島県 有限会社トラスト調剤 広島市 2019年 1
広島県 日東製網株式会社 福山市 2020年 1
広島県 日本ロードテック株式会社 広島市 2019年 1
広島県 日本基準寝具株式会社 広島市 2022年 1
広島県 株式会社日本斎苑 広島市 2021年 1
広島県 医療法人社団博愛会 東広島市 2013年 1
広島県 社会福祉法人白寿会 呉市 2015年 1
広島県 株式会社原青果 広島市 2015年 1
広島県 株式会社ピーエムシー企画 広島市 2014年 1
広島県 広島ガス株式会社 広島市 2022年 1
広島県 広島化成株式会社 福山市 2019年 1
広島県 株式会社広島銀行 広島市 2007年・2009年・2011年・2015年・2021年 5
広島県 広島スバル株式会社 広島市 2015年 1
広島県 国立大学法人広島大学 東広島市 2010年 1
広島県 広島テレビ放送株式会社 広島市 2014年 1
広島県 公益財団法人広島平和文化センター 広島市 2014年 1
広島県 株式会社ヒロタニ 東広島市 2015年 1
広島県 株式会社ヒロテック 広島市 2019年 1
広島県 株式会社フジ 広島市 2008年 1
広島県 株式会社福屋 広島市 2007年 1
広島県 株式会社プレコ 広島市 2017年 1
広島県 株式会社プローバホールディングス 広島市 2023年 1
広島県 ホシザキ中国株式会社 広島市 2016年 1
広島県 ひろぎんＩＴソリューションズ株式会社 広島市 2019年 1
広島県 マツダ株式会社 安芸郡 2007年 1
広島県 株式会社マツダＥ＆Ｔ 広島市 2009年・2012年 2
広島県 マツダエース株式会社 安芸郡 2012年・2015年 2
広島県 マツダロジスティクス株式会社 広島市 2011年 1
広島県 宮地ナショナル株式会社 尾道市 2013年 1
広島県 ミリアグループ株式会社 広島市 2016年 1
広島県 社会福祉法人優輝福祉会 庄原市 2012年 1
広島県 社会医療法人里仁会 三原市 2013年 1
広島県 リョービ株式会社 府中市 2008年・2019年 2
広島県 青山商事株式会社 福山市 2021年 1
広島県 株式会社サタケ 東広島市 2023年 1
広島県 大宮工業株式会社 福山市 2023年 1

次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定企業一覧（広島県）
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次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定企業一覧（広島県）

広島県 株式会社中国新聞社 広島市 2023年 1
広島県 豊国工業株式会社 東広島市 2023年 1
広島県 社会福祉法人アンダンテ 福山市 2023年 1
広島県 株式会社ワイザーリンケージ 福山市 2023年 1
広島県 株式会社日本クライメイトシステムズ 東広島市 2023年 1
広島県 株式会社外林 福山市 2024年 1
広島県 テラル株式会社 福山市 2024年 1
広島県 ヨシワ工業株式会社 安芸郡海田町 2024年 1
広島県 中電技術コンサルタント株式会社 広島市 2024年 1
広島県 株式会社中電工 広島市 2024年 1
広島県 広島信用金庫 広島市 2024年 1
広島県 復建調査設計株式会社 広島市 2024年 1
広島県 株式会社イズミテクノ 広島市 2024年 1
広島県 丸善製薬株式会社 尾道市 2024年 1
広島県 社会福祉法人若葉 尾道市 2025年 1
広島県 株式会社こっこー 呉市 2025年 1
広島県 福山スチールセンター株式会社 福山市 2025年 1
広島県 株式会社大宝組 尾道市 2025年 1
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